２０１１年度　青年部長会議

当面する闘争方針（案）
１．交流集会運動の強化から『全単組総支部一要求』の確立に向けて
（１）若干の情勢

国家公務員の人件費をめぐる情勢は、2010人勧の際に「深堀り（人勧以上の削減）」を阻止することができ、人勧完全実施となった一方で、「次期通常国会へ自律的労使関係制度を措置するための法案を提出するとともに、人件費削減について必要な法案を順次提出する」ことが閣議決定されていました。
こうしたなか、東日本大震災の復興財源も理由としながら5月１３日に国家公務員の賃金削減の提案がされました。その後、公務員連絡会と総務大臣で、「労働基本権付与の法案との同時提出、同時成立」「定員への配慮」「超勤予算の確保」「地方公務員への影響の遮断」などの交渉も行い、公務員連絡会は給与引下げ措置を受け入れる声明を出しています。
今回の削減は、特例法案の施行後から201４年３月末までの期間とし、役職段階に応じて俸給を５％～10％、一時金を一律10%の削減など、極めて厳しい内容となっています。
また、総務大臣は地方公務員には影響を及ばせないと明言していますが、『地方公務員法第２４条第3項で国家公務員との均衡をはかると規定されている』『財務省側が震災復興対策の財源として地方交付税の減額をにおわしている』という状況もあります。また、延期されていた人事院による民調が6月下旬から実施されますが、今年の勧告や政府の取り扱いについても国家公務員の人件費削減措置が私たち自治体職員の賃金に影響を与えることは必至であり、今年度の確定闘争は極めて異例、かつ、厳しい情勢下でのたたかいとなることが予想されます。
また、政府は、4月５日に公務員制度改革推進本部が決定した『全体像』に基づき、国家公務員制度改革関連４法案を今通常国会で提出・成立する方向で進んでいます。この間、自治労からも争議権、消防職員の団結権、地方公務員の改革のあり方を中心に意見反映に努めてきていますが、いまだ十分な内容となっていない点があるのも事実です。

しかし、これまでの「人事院勧告」が基本とされてきた交渉システムから、公務員労働者の労働基本権を回復し、「自律的労使関係制度」へと変わっていくことは既定路線ですので、しっかりと組合員の声から「ゆずれない要求」を確立し、「要求・交渉・妥結・協約締結」をしていける組織づくりが急務となっています。
また、この間も当局は「近隣自治体横並び」の合理化攻撃を押し進めていますし、公務員労働者の社会的な賃金・労働条件の水準をつくっていくためにも、産別自治労に結集し、全ての単組総支部、全ての職場からたたかいを展開していくことが重要となっています。
こうした情勢をふまえ、安心して生活し、働き続けられる職場・地域をつくっていくためにも、7月に開催する「第29回自治労北海道青年部夏期交流集会」への結集、事前事後の取り組みを強化し、青年部独自要求闘争につなげ、『青年の要求の実現』と『組織強化』を勝ち取っていくことが重要です。
まずは、もう一度、しっかりと自分たちの職場で起こっている事実を確認し、仲間の声にこだわり青年の『ゆずれない要求』を確立していきましょう。
（２）夏期交流集会の事前の取り組み
①交流集会運動の意義の確認

　　　・地本、単組・総支部の役員会などで『第29回自治労北海道青年部夏期交流集会の基調』の読み合わせをしましょう。
②生活・職場実態の点検、討論

　　　・夏期交流集会の参加者だけでなく、全部員で「職場レポート」「参加者アンケート」を作成し、学習会等で生活職場実態討論を行いましょう。

　　　・実態討論は、現象面（働き方や権利行使の状況）を報告し合うだけではなく、「そうした実態をどう思うのか、どうしたいのか？」「周りの仲間はどう思っているのか？」などを討論から明らかにしていきましょう。
（３）夏期交流集会の事後の取り組み（全単組総支部一要求の確立）
①夏期交流集会の報告活動

　　・教宣紙の発行、役員会や学習会での報告などで夏期交流集会に参加した仲間の感想や今後の決意を全体化していきましょう。
・具体的なデータ把握や継続した実態討論を行い、「改善するためにはどういう要求が必要か」を考え、青年層の『ゆずれない要求』を確立しましょう
②全単組総支部一要求シートを完成させる

　　・『全単組総支部一要求シート』（Ａ３で印刷）を記載します。

　　・教宣紙等で要求を全体化するとともに、要求の実現に向け、継続した議論を展開し、確定期の独自要求につなげます。

　　　

　※各単組総支部の要求を全体で共有し、2011確定闘争で青年の『ゆずれない要求』をかかげ、全単組総支部でたたかっていく決意を固めるためにも、『全単組総支部一要求シート』は、第２６回自治労北海道本部青年部定期総会（9月10～11日）に持ち寄ることとします。（会場に貼ります。）

２．反原発のたたかいについて

（１）若干の情勢

　　３月11日の東日本大震災により発生した東京電力福島第一原子力発電所の原発事故は、日本の原子力史上最悪の事故となり、国際評価尺度でもレベル７の最悪のものとなっています。１～３号機はメルトダウン（炉心溶解）に陥り、放射能汚染水の大量流出が疑われるなど、さらなる事態の深刻化が懸念されています。福島第一原発周辺では、住民はふるさとを追われ、健康や生活、未来までもが大きな不安にさらされています。

　　原子力政策では、北海道内にも、泊原発や幌延新地層研究センターの問題がありますし、泊原発3号機では２０１２年春にはプルサーマル発電を開始しようとしています。
　また、青森県大間町で建設中の原子力発電所も、泊原発３号機同様、MOX燃料を扱うプルサーマル発電であり、道南地域が安全圏とはいえない状況も明らかになっています。
こうした情勢も踏まえ、改めて、「核と人類は共存できない」ことを確認し、安心して暮らせる社会を実現し、未来の子どもたちに負の遺産を残さないためにも、学習活動の強化と大胆な大衆行動の展開をしていかなくてはなりません。
（２）具体的な取り組み

　　①学習と討論

・まずは、率直に『原発についてどう思うのか？』を仲間と話し合いましょう。

また、学習活動を強化し、原発の危険性、原子力政策を進める人たちのネライを明らかにしていきましょう。
　　②平和運動フォーラムの署名の強化

　　・署名行動について、筆数の上積みをめざして、「基本組織の提起に青年部で＋αの目標を設定する」「役場OBの宅を訪問する」など、基本組織とも連携をとりながらも、青年部としてできることを考え、実践していきます。

　　※北海道平和運動フォーラムによる署名　～集約日　６月３０日

　　　2011年5月13日付け、2011道本部総合政策局発第276号を参照

　　※中央フォーラムの1,000万人署名　　～詳細は、別途周知します。
③反核平和の火リレー運動の強化

　　 ・チラシやポケットテッシュの配布や、幅広く市民の参加も呼びかけた「平和の夕べ」の開催など、創意工夫した取り組みを展開し、大衆アピールをしていきましょう

　　 ・職種や雇用形態を越えた仲間との交流、学習や職場実態討論をおこない、平和で安心して暮らせる社会の実現に向けて、地域からの運動を強化していきます。
３．学習活動の強化

（１）若干の情勢

　この間、生活職場実態討論、アンケートなどによる実態点検は広がりを見せているものの、「学習が不足している」という声も多く出されています。そうしたなか、不満はありつつも「まだマシ」と萎縮・自粛をしてしまう気分や、不満の矛先が仲間の働き方に向いている状況も出されています。

　しっかりと自分たちの運動に自信や展望を持ち、仲間との団結をつくっていくためには、実態の共有だけではなく、学習活動の強化から「労働者のものの見方・考え方」を身につけていくことが重要です。２０１１春闘期の当面する闘争方針では、「春闘リーフ」の読み合わせを確認してきましたが、引き続き、学習活動を強化していきます。

（２）具体的な取り組み

・２０１１年６～９月期の読み合わせ文献は「労働基本権の使い方・活かし方（ユニオンノート１２）」とします。各単組総支部は、学習会や役員会を開催し、『第１章　労働基本権とは何か（Ｐ６～１１）』の読みあわせを行い、それぞれが感じたこと、学んだことを参加者同士で話し合ってみましょう。

　　　　　
○○○職労青年部
【要求の根拠となる実態や思い】








